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【議案補充説明】議案第 96号 

Ⅰ 企業庁企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を 

改正する条例案について 

１ 改正理由 

地方公務員法の一部改正等に鑑み、高齢者部分休業による給与の減額や、定

年の引上げ後における 60 歳を超える職員の給与に関する特例等に係る規定を

整備するものです。 

２ 改正内容 

（１）高齢者部分休業による給与の減額を規定

高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合、その勤務しない時間に応

じ、給与を減額します。 

（２）定年の引上げに伴う給与に関する特例措置を規定

職員の給料月額は、当分の間、60歳に達した日後の最初の４月１日以後、

管理者が定める額とします。 

（３）その他規定を整備します。

３ 実施期日 

  令和５年４月１日（一部令和４年７月１日）から施行します。 

４ 総務部所管の条例案との関係 

 地方公営企業の職員は、地方公営企業法第 39条により、地方公務員法第 24

条から第 26条の３に規定される「給与、勤務時間その他の勤務条件」に関す

る事項については適用除外となっています。 

今回の定年の引上げに伴う制度改正等の内容の一部については、地方公務員

法の同事項に該当するため、総務部所管の条例が適用されないことから、企業

庁において条例を整備するものです。 
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